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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加傾向にあるほか、乗用車販売台数が底堅

く推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資は持家の着工戸数が伸びている。公共投

資は予算の拡大により前年を大きく上回っている。輸出はアジアや中南米向けが増加してい

る。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は件数、負債総額とも減少している。
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①大型小売店販売額～３か月ぶりに減少

７月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲０．７％）は、３か月ぶりに前年を下

回った。

百貨店（前年比▲４．９％）は、セール前倒

しの反動から衣料品、身の回り品、飲食料

品、その他のすべての品目で前年を下回っ

た。スーパー（同＋０．６％）は、衣料品やそ

の他の品目などが前年を下回ったが、飲食料

品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．２％）

は、５か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～５か月ぶりに減少

７月の新設住宅着工戸数は、３，１００戸（前

年比▲６．７％）と５か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同＋１．８％）は

増加したが、貸家（同▲１２．３％）、分譲（同

▲１４．２％）が減少した。

４～７月累計では、１２，８８９戸（前年比

＋２．３％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、分譲（同▲２２．０％）、貸家

（同▲２．７％）は減少しているが、持家（同

＋１６．３％）が増加している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～３か月連続の増加

７月の公共工事請負金額は、１，６０２億円

（前年比＋４７．８％）と３か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比＋１０７．８％）、北

海道（同＋４０．５％）、市町村（同＋１４．２％）

いずれも前年を上回った。

４～７月累計では、請負金額５，１０４億円

（前年比＋２７．５％）と前年を上回った。

④来道客数～１７か月連続で前年を上回る

７月の来道客数は、１，１８５千人（前年比

＋５．４％）と１７か月連続で前年を上回った。

４～７月累計では４，０３６千人と前年を５．９％

上回った。

７月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ７．３％増加した。国内線（前年比＋５．４％）、

国際線（同＋３４．５％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出、輸入とも８か月連続増加

７月の道内貿易額は、輸出が前年比９．０％

増の３６６億円、輸入が同１６．０％増の１，３２６億円

となった。

輸出は船舶や有機化合物などが増加し、８

か月連続で前年を上回った。輸入は原油及び

粗油や電気機器などが増加し、８か月連続で

前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

７月の鉱工業生産指数は１００．７（前月比

＋０．９％）と２か月ぶりの上昇。前年比（原

指数）では▲０．１％と１２か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

鉄鋼業など６業種が低下したが、輸送機械工

業、石油・石炭製品工業、窯業・土石製品工

業など１０業種が上昇した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７０倍となり、前月比で０．０５ポイント、前

年比では０．１７ポイント上昇した。前年比は４２

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比２５．２％の増加とな

り、４２か月連続して前年を上回った。業種別

では、サービス業（前年比＋３２．２％）、建設

業（同＋６４．３％）、医療・福祉（同＋１６．５％）

など全業種で増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

８月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

▲３４．１％）、負債総額が２６億円（同▲４８．１％）

となった。件数は１０か月連続、負債総額は３

か月連続で前年を下回った。

業種別では、サービス・他が７件、建設

業、卸売業がそれぞれ６件などとなった。

道内経済の動き
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（年度） 

実質経済成長率  （％） 北海道 全国 

（注） １.　全国は内閣府調べ。２５年度は日本銀行政策委員「大勢見通し（７月時点）」の中央値。 
　　　 ２.　北海道は北海道総合政策部調べ。２３年度以降は当行推計。 
　　　 ３.　平成１７暦年基準。全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 
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北海道経済の現状は、緩やかに持ち直

している。公共投資を中心に政策効果が

表われ、また国内、海外からの観光客数

も、昨年からの好調を維持している。

需要項目別に先行きを展望すると、個

人消費は、耐久消費財を中心とした駆け

込み需要がある程度寄与しよう。住宅投

資は、前年を上回ろう。公共投資は、北

海道開発予算が大幅に拡充されているこ

とから、大きく増加しよう。設備投資

は、非製造業を中心に持ち直そう。

この結果、実質成長率は１．９％（２４年

度１．２％）、名目成長率は１．１％（同

△０．１％）となろう。

平成２５年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、財政・金融政策、いわ

ゆる“アベノミクス”の効果から回復してい

る。輸出は、米国の景気回復や円高修正など

から持ち直している。個人消費は、株価上昇

を背景に消費者マインドに改善がみられ、高

額商品の売れ行きが好調となるなど、堅調に

推移している。公共投資は、予算規模が拡大

し増加している。住宅投資は、持ち直しが続

いている。設備投資は、全体としては下げ止

まりつつある。

先行きについては、来年４月からの消費税

増税（現行５％から８％に引上げ）を前提と

すると、住宅や耐久消費財を中心とした駆け

込み需要が高まろう。米国や中国など海外の

経済状況によっては、外需が弱まることもあ

り得るが、総じてみれば、個人消費や公共投

資といった内需が、景気を下支えするものと

みられる。

（２）北海道経済の動向

北海道経済は、公共工事が大きく増加して

いるほか、国内外の観光客が前年を上回って

推移するなど、緩やかに持ち直している。

今後を展望すると、需要面では、個人消費

は駆け込み需要が活発となるなど、堅調に推

移しよう。住宅投資は、既に駆け込み需要が

表われており、前年を上回ろう。公共投資

は、建設関連業種の人手不足や資材の高騰が

みられるなど供給側の制約が懸念されるもの

の、大幅な予算拡大から増加しよう。設備投

資は、非製造業を中心に堅調に推移しよう。

（３）物価動向

諸物価の動向は、足元では消費者物価指数

がわずかに上昇しているほか、円高修正など

の影響から、輸入物価、輸出物価などの上昇

が顕著となっている。今後、為替相場や原油

価格などに大きな変動がなければ、物価水準

は総じて小幅ながら前年を上回ろう。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２５年

度道内経済成長率は実質成長率１．９％、名目

成長率１．１％となろう。原材料価格は上昇傾

向にあるが、企業間競争の激しさから販売価

格には十分転嫁されず、名目成長率は実質成

長率を下回るものとみられる。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

所得環境をみると、一部に賃上げや賞与増

額などの動きがみられるものの、全体として

は改善しているとは言えない。また雇用環境

は、介護・福祉や医療関連、建設関連業界な

どで人員不足が顕著となるものの、年齢層、

業種、地域などのミスマッチは解消されず、

失業率は高止まりしている。加えて消費者物

価も、足元では小幅ながら上昇の兆しがみら

れる。家計を取り巻くこのような環境を勘案

すれば、個人消費の先行きは、決して楽観で

きるものではない。

しかしながら、今年度後半は、耐久消費財

を中心に、来年４月の消費税増税を意識した

駆け込み需要が消費を下支えしよう。例え

ば、乗用車販売は、ここ数年の政策効果から

需要が前倒しされているものの、ある程度は

寄与しよう。また家電は、薄型テレビの不振

が続いているが、白物家電やタブレット端

末、省エネ商品などで販売増加が期待できよ

う。

平成２５年度北海道経済の見通し
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この結果、民間最終消費支出は実質成長率

１．７％、名目成長率２．２％となろう。

（２）総固定資本形成

（ａ）住宅投資

持家は、消費税増税前の駆け込み需要が既

に表われている。今後、更に盛り上がりをみ

せようが、平成２６年４月以降の入居者を対象

としたローン減税の拡充策が、駆け込み需要

をある程度平準化させよう。貸家は、サービ

ス付高齢者向け賃貸住宅いわゆる「サ高住」

が、昨年度に引き続き、中心となろう。高齢

化社会を見据えた投資が底堅いことに加え、

政策支援策も継続されたことから、前年並み

で推移しよう。分譲は、利便性の高いマン

ションを中心に堅調に推移しよう。

このため、利用別の新設着工戸数は、持ち

家が１４０百戸、貸家が１９０百戸、分譲が４５百

戸、給与（社宅）が２百戸、合計で３７７百戸

程度となり、前年度実績（３５，５２３戸）を上回

ろう。

この結果、住宅投資は実質成長率６．５％、

名目成長率７．３％となろう。

（ｂ）設備投資

製造業は、大型投資が一巡した輸送用機器

や紙パルプなどが前年を下回ろう。しかしな

がら非製造業では、小売業、サービス業など

で出店意欲が底堅く、前年を上回ろう。また

注目されている太陽光発電など再生可能エネ

ルギー関連投資が、道東を中心に活発となろ

う。

この結果、設備投資は実質成長率０．４％、

名目成長率０．９％となろう。

（ｃ）公共投資

近年、公共工事を下支えしてきた北海道新

幹線建設工事＜新青森―新函館（仮称）＞は

概ねピークを越えた。しかしながら、本年度

の北海道開発予算は、平成２４年度補正予算

２，１３５億円を含め、実質的には６，９１８億円（平

成２４年度当初予算比＋５７．７％）と、大規模な

ものとなっている。建設業界の人手不足や資

材の高騰などから一部に入札不調もみられる

ものの、大幅に増加しよう。

この結果、公共投資は実質成長率１２．２％、

名目成長率１２．８％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、内外から高い評価を受けてい

る道内農畜産品、食料品など道外向け出荷が

増加しよう。また工業品は、円安による国内

生産の回復や米国経済の持ち直しから、自動

車部品、電子部品などが前年度実績を上回ろ

う。観光関連では、昨年度のLCC（格安航空

会社）の新千歳空港就航、および国際定期便

（新千歳―バンコク、函館―台北など）の拡

充の効果が持続し、国内観光客、外国人観光

客とも増加しよう。

この結果、移輸出は実質成長率２．７％、名

目成長率３．７％となろう。

移輸入では、輸入は火力発電所向けの原

油・粗油が高止まりしていることに加え、円

安による輸入物価上昇から大幅に増加しよ

う。また移入は道内需要の持ち直しにより、

前年度を上回ろう。この結果、移輸入は実質

成長率０．８％、名目成長率４．７％となろう。

平成２５年度北海道経済の見通し

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号
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３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業の耕作部門は春先に雪

解けの遅れが懸念されたが、その後概ね天候

に恵まれたこともあり、水稲をはじめ多くの

作物は平年並みの収量となろう。畜産部門で

は、小幅ながら乳価が引き上げられたほか、

生乳生産の堅調推移が見込まれる。総じてみ

れば農業総生産は１．６％増とみられる。林業

は、新設住宅着工戸数が増加しているほか、

円高修正により輸入材から道産材へ需要のシ

フトもみられ、総生産は０．８％増とみられ

る。水産業は、海水温の変化や資源の枯渇傾

向が続いていることから、秋サケをはじめ多

くの魚種で不漁が見込まれ、総生産は１．１％

減とみられる。この結果、一次産業総生産は

１．０％増となろう。

二次産業では、製造業は、海外経済の持ち

直しや円高修正などから輸送用機械などの輸

出が増加するものとみられる。また駆け込み

需要による生産増加もあり、総生産は０．８％

増とみられる。建設業は、公共工事が大幅増

となるほか住宅着工の堅調推移が見込まれ

る。技能労働者の不足などから工期の遅れが

懸念されるが、総生産は１．７％増とみられ

る。この結果、二次産業総生産は１．２％増と

なろう。

三次産業では、家計の節約志向は続いてい

るものの、閉塞感の強かった消費者マインド

は徐々に和らいでいる。企業間競争の厳しさ

から販売価格は抑制傾向が続いているが、節

電・省エネを意識した商品のほか、消費税増

税を控え高額品にも動きがみられる。サービ

スや観光、介護・福祉、流通関連など幅広い

業種で底堅く推移している。年度後半にかけ

ては、駆け込み需要が顕著になることから、

三次産業総生産は０．９％増となろう。

（平成２５年８月２２日公表）

平成２５年度北海道経済の見通し

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２３年度

（実績見込み）

２４年度

（実績見込み）

２５年度

（見通し）
２３年度 ２４年度 ２５年度

民間最終

消費支出

１１７，５３４

（０．１）

１１９，５６１

（１．７）

１２２，２３２

（２．２）
０．６ ２．２ １．７

政府最終

消費支出

４６，４７４

（０．６）

４６，４２９

（△０．１）

４５，７６４

（△１．４）
１．２ ０．１ △１．７

総固定

資本形成

３２，２６０

（１．２）

３３，５２８

（３．９）

３５，７１２

（６．５）
１．０ ４．５ ５．９

住宅投資

設備投資

公共投資

４，５９１

（１３．７）

１４，６４１

（５．３）

１３，０２７

（△６．６）

４，８８６

（６．４）

１５，５１５

（６．０）

１３，１２７

（０．８）

５，２４５

（７．３）

１５，６５６

（０．９）

１４，８１１

（１２．８）

１３．３

５．４

△７．２

７．３

６．２

１．７

６．５

０．４

１２．２

移 輸 出 ６２，６５３

（２．７）

６４，０７２

（２．３）

６６，４５９

（３．７）
１．９ ３．３ ２．７

移 輸 入

（控 除）

８０，０６０

（５．６）

８０，３８３

（０．４）

８４，１８３

（４．７）
３．３ △０．２ ０．８

道内総生産

（支出側）

１８６，４６９

（１．２）

１８６，３４０

（△０．１）

１８８，４７０

（１．１）
１．８ １．２ １．９

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２３年度 ２４年度 ２５年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．４
０．３
０．２

１．４
０．０
０．７

１．１
△０．４
１．０

住宅投資
設備投資
公共投資

０．３
０．４
△０．５

０．２
０．５
０．１

０．２
０．０
０．８

移輸出
移輸入 （控除）

０．６
１．２

１．０
△０．１

０．８
０．３

道内総生産（支出側） １．８ １．２ １．９

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２５年度北海道経済の見通し

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２３年度

（実績見込み）

２４年度

（実績見込み）

２５年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２３年度 ２４年度 ２５年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，８４２

５，１０５

２５１

１，４８６

６，８８３

５，２２６

２４５

１，４１２

６，９５２

５，３０８

２４７

１，３９７

１．０

△０．２

４．４

４．６

０．６

２．４

△２．４

△５．０

１．０

１．６

０．８

△１．１

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，７６０

２７０

１７，０９９

１２，３９１

２９，７０２

２７７

１６，９２１

１２，５０４

３０，０６０

２７９

１７，０６３

１２，７１８

△０．９

△２．４

△１．３

△０．４

△０．２

２．６

△１．０

０．９

１．２

０．７

０．８

１．７

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１４９，５２１

２４，８７５

３０，７００

６４，７３６

２９，２１０

１４９，９７９

２５，３０２

３０，８７１

６４，６５２

２９，１５４

１５１，２５８

２５，８０５

３１，０８４

６５，１５９

２９，２１０

１．４

５．２

１．１

０．６

０．５

０．３

１．７

０．６

△０．１

△０．２

０．９

２．０

０．７

０．８

０．２

道内総生産

（生産側）
１８６，４６９ １８６，３４０ １８８，４７０ １．２ △０．１ １．１

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２５年度北海道経済の見通し

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号
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― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

６０歳 ６１歳～６４歳 ６５歳

特別支給の老齢厚生年金

（報酬比例部分）

特別支給の老齢厚生年金

（報酬比例部分）

老齢厚生年金

特別支給の老齢厚生年金

（定額部分）

老齢基礎年金

加給年金

１．年金制度について

わが国の公的年金制度は、自営業者や無業者を含め、国民すべてが国民年金制度に加入し、基

礎年金給付を受けるという国民皆年金の仕組みとなっています。

昭和６０年の法律改正により、国民年金の適用の範囲が全ての国民に拡大され、基礎年金は、老

後生活の基礎的部分を保障するため、全国民共通の給付を支給するもの（１階部分）であり、厚

生年金等の被用者年金は、基礎年金給付の上乗せの２階部分として、報酬比例年金を給付する制

度となっています。

※（配偶者が６５歳になると、加給年金は打ち切られ、それに代わり振替加算が配偶者の老齢基礎年金に上乗せ
支給されます。）

国民年金から支給される「老齢基礎年金」は職業、収入に関係なく、保険料納付期間で年金額

が決まります。一方、厚生年金から支給される「老齢厚生年金」は、その人の現役世代の給料が

高ければ高いほど、被保険者期間が長ければ長いほど年金額が多くなります。

自分が納めた保険料により、将来年金が支給されるという社会保険の仕組みは、給付と負担の

関係が明確で、公的年金制度は、老後の所得保障を確保し、高齢者になったときに、自立して生

活できるようになる仕組みとなっております。

国民年金への加入は２０歳から義務づけられており、強制加入の制度になっています。日本国内

に住んでいる２０歳以上６０歳未満の人は、すべて加入しなければなりません（厚生年金は７０歳まで

加入）。国民年金では加入者を第１号被保険者（自営業者、農業者、学生など）、第２号被保険者

（厚生年金・共済加入者）、第３号被保険者（第２号被保険者の被扶養配偶者）と３種類に分けて

おります。

また、公的年金制度は、社会保険方式をとっており、保険料を基本として国庫負担（税金）を

組み合わせることで安定的に運営しております。年金給付に要する費用は、加入者（現役世代）

の納める保険料によって現在の高齢者の年金給付を賄うという、「世代と世代の支え合い」、すな

わち世代間扶養の仕組み（賦課方式）によって成り立っています。メリットとして、①賃金や物

価に応じて給付額がスライドされること、②受給権者が亡くなるまで年金が支給されること、③

万一の場合の障害・遺族年金も支給されること、④給付費などに対する国庫負担が行われるこ

寄稿

６０歳以降のライフプラン～年金の活用
社会保険労務士法人 むらずみ総合事務所

社会保険労務士 谷上 隆雄

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０１０～０１５　寄稿（谷上）  2013.09.18 13.52.34  Page 10 



寄稿

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

と、⑤支払った保険料は税制上、所得から全額控除されること（社会保険料控除）など、私的年

金にはないメリットがあります。私的年金や貯蓄は、公的年金を補完して、個々人の多様な老後

生活のニーズを満たす役割を持っており、公的年金を土台として、両者を組み合わせて老後の生

活資金を確保していくべきものと考えられます。

年金は、高齢者世代にとってはもちろんのこと、若い世代にとっても、自分の親の私的な扶養

や自分自身の老後の心配を取り除く役割を果たしています。また、一家の働き手が亡くなった時

には「遺族年金」が、思わぬ事故や病気で障害が残った時には「障害年金」が支給されます。こ

のように、年金は、国民の生活、経済からみて不可欠な、重要な存在となっているといえます。

２．年金制度改革

将来の無年金・低年金の発生を防止し、国民の高齢期における所得の確保をより一層支援する

観点から、「年金確保支援法」が平成２３年８月１０日公布され、国民年金の保険料納付の特例（後

納制度）が平成２４年１０月１日より施行されています。国民年金の保険料は納期限より２年を経過

した場合、時効によって納付することができませんでしたが、平成２４年１０月１日から平成２７年９

月３０日までの３年間の時限措置として、過去１０年以内の保険料を遡って納付することが可能にな

りました。

この保険料後納制度を利用することで、年金額を増やすことはもちろん、納付した期間が不足

したことにより年金の受給ができなかった方が年金受給資格を得られる場合があります。保険料

は過去３年度以前の期間には当時の保険料に加算金がつき、約１５，０００円／月となり、平成２５年度

の国民年金保険料１５，０４０円とほぼ同額です。

１ケ月分を納めると老齢基礎年金が、１，６３８円／年（平成２５年度価格）増額となります。ただ

し、すでに老齢基礎年金を受給している方は利用できません。

後納制度の受付状況は、平成２５年４月末現在、対象者の総数は約１，７００万人で、平成２５年４月

末の送付件数は約１，３６３万件、平成２５年７月までに順次送付される予定となっております。相談

受付件数は約７０万件、申込書受付件数は約６１万件ですので、約４％（６１万件÷１，３６３万件）と利

用率は低調で、年金に対する不信感が大きく影響していると思われます。

また、社会保障・税の一体改革関連法が平成２４年８月１０日成立、８月２２日公布されました。こ

の「年金機能強化法」の成立により、税制抜本改革の施行時期に合わせ、平成２７年１０月より老齢

基礎年金の受給資格期間が原則２５年から１０年に短縮される予定となりました。このことにより、

現在、無年金である高齢者に対しても改正後の受給要件を満たす場合には、経過措置として施行

日以降、保険料納付期間等に応じた年金受給が可能となります。さらに、後納制度を利用するこ

とで受給資格（１０年）を得る可能性もあり、メリットが大きいと思われます。ただし、消費税の

１０％への引上げが凍結された場合は、受給資格期間の短縮も行われません。
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生 年 月 日
支 給 開 始 年 齢

６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳

①
男 昭和１６．４．１以前 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２１．４．１以前 定額部分 老齢基礎年金

②
男 昭和１６．４．２ ～ 昭和１８．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２１．４．２ ～ 昭和２３．４．１ 定額部分 老齢基礎年金

③
男 昭和１８．４．２ ～ 昭和２０．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２３．４．２ ～ 昭和２５．４．１ 定額部分 老齢基礎年金

④
男 昭和２０．４．２ ～ 昭和２２．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２５．４．２ ～ 昭和２７．４．１ 定額部分 老齢基礎年金

⑤
男 昭和２２．４．２ ～ 昭和２４．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２７．４．２ ～ 昭和２９．４．１ 定額部分 老齢基礎年金

⑥
男 昭和２４．４．２ ～ 昭和２８．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和２９．４．２ ～ 昭和３３．４．１ 老齢基礎年金

⑦
男 昭和２８．４．２ ～ 昭和３０．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和３３．４．２ ～ 昭和３５．４．１ 老齢基礎年金

⑧
男 昭和３０．４．２ ～ 昭和３２．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和３５．４．２ ～ 昭和３７．４．１ 老齢基礎年金

⑨
男 昭和３２．４．２ ～ 昭和３４．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和３７．４．２ ～ 昭和３９．４．１ 老齢基礎年金

⑩
男 昭和３４．４．２ ～ 昭和３６．４．１ 報酬比例部分 老齢厚生年金

女 昭和３９．４．２ ～ 昭和４１．４．１ 老齢基礎年金

⑪
男 昭和３６．４．２以降 老齢厚生年金

女 昭和４１．４．２以降 老齢基礎年金

６０歳代前半の老齢厚生年金の支給開始年齢

３．老齢厚生年金の支給開始年齢

老齢厚生年金は、厚生年金の被保険者であった方の老後の保障として給付され、６５歳になった

時に、老齢基礎年金に上乗せされる形で支給されます。

昭和６１年３月以前の年金制度（旧法）では、老齢年金の支給開始年齢は６０歳とされていまし

た。昭和６１年４月以後の年金制度（新法）では、老齢厚生年金の支給開始年齢６５歳とされました

が、一度に支給開始年齢を６０歳から６５歳へ引き上げることになるため、現在も経過的に旧法の年

金制度に準じ、６０歳前半の人に対し老齢年金が支給されています。この年金は、経過的に特別に

支給されるということから、「特別支給の老齢厚生年金」といいます。

特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢は、生年月日、性別により異なり、昭和２８年４月２日

～昭和３０年４月１日生まれの男性の場合、６１歳から支給となり、その後も、支給開始年齢は段階

的に引き上げられ、昭和３６年４月２日以降生まれの男性の場合は老齢厚生年金、老齢基礎年金と

も６５歳からの支給となり、６０歳から６４歳までの間、公的年金の受給はできません。
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基本月額＋総報酬月額相当額≦２８万円 全額支給

基本月額が

２８万円以下
（総報酬月額相当額＋基本月額－２８万円）÷２

総報酬月額相当額が

４６万円以下
基本月額が

２８万円超
総報酬月額相当額÷２

基本月額が

２８万円以下

（４６万円＋基本月額－２８万円）÷２＋

（総報酬月額相当額－４６万円）
総報酬月額相当額が

４６万円超
基本月額が

２８万円超
４６万円÷２＋（総報酬月額相当額－４６万円）

＊基本月額＝老齢厚生年金÷１２

＊総報酬月額相当額＝標準報酬月額＋その月以前１年間の標準賞与額÷１２

４．在職老齢年金

在職老齢年金とは、老齢厚生年金の受給権者が、６０歳以降、会社勤務を続けたり、再就職をし

て厚生年金に加入（被保険者）した時に、賃金と年金額により、年金額の全部又は一部が停止さ

れることとなります。この在職しながら、受給する年金を、在職老齢年金といいます。

６０歳台前半（６０歳～６５歳まで）は、賃金と年金額の合計額が２８万円以下であれば、全額支給さ

れ、２８万円を上回る場合、賃金の増加２に対し、年金額１を停止し、賃金が４６万円を超える場

合、賃金が増加した分だけ年金額が停止されます。従来、在職中の一律２割の年金が支給停止さ

れていましたが、６０歳台前半の就労を阻害しないよう、平成１６年改正により、平成１７年４月から

廃止されました。

６０歳台後半（６５歳～７０歳まで）は、賃金と年金額の合計額が４６万円以下であれば、全額支給と

なり、４６万円を超える場合、賃金の増加２に対し、年金額１を停止します（老齢基礎年金は全額

支給されます）。また、７０歳以降についても、厚生年金の被保険者ではありませんが、平成１９年

４月から、６０歳台後半と同じ取扱いとなっております（保険料負担はありません）。

この年金との調整は、賃金（標準報酬月額）により計算され、通常賃金の改定があった場合は

４ヶ月後に変更となりますが、定年退職後継続再雇用され、賃金が改定された場合は、再雇用さ

れた月から、再雇用後の賃金に応じた標準報酬月額となり、計算されます。平成２５年３月まで

は、「６０歳から６４歳までの厚生年金」を受け取る権利のある被保険者が対象でしたが、平成２５年

４月からは、「６０歳から６４歳までの厚生年金」の支給開始年齢が引き上がることに合わせ、この
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取り扱いの対象者が「６０歳から６４歳までの厚生年金」の受け取る権利のある方だけでなく、６０歳

以降に退職後継続再雇用される方すべてに拡大されました。

５．年金の繰上げ・繰下げ

公的年金（特別支給の厚生年金）の受給開始は、今年４月以降、受給開始が引き上げられ、昭

和２８年４月２日～昭和３１年４月１日生まれの男性は６１歳からとなり、「年金空白期間」が生じる

こととなりました。

老齢年金は繰上げ受給することもでき、希望すれば６０歳から６５歳になるまでの間でも繰り上げ

て受けることができます。しかし、繰上げ請求をした時点（月単位）に応じて年金が減額され、

その減額率は一生変わりません（生涯減額されます）。減額率は、請求するときの年齢に応じ

て、月単位で１ヶ月につき、０．５％の割合で減額され、最大３０％（０．５％×６０月）減額されてしま

います。累計額で見ると、６０歳から７０％の繰上げ受給した場合と６５歳から本来の１００％で受給し

た場合で比べると、だいたい７７歳で累計額がほぼ同じになります（物価変動もあるので、一概に

は言えませんが）。繰上げ請求は、６０歳台前半の生活を乗り切れるというメリットがある一方、

デメリットもあり、障害年金や寡婦年金が受給できなくなったり、６５歳までは遺族厚生年金との

選択となるため、病気が重い人、遺族厚生年金を受給している人は注意が必要となります。

また、繰下げ受給することもでき、請求をした時点（月単位）に応じて年金が増額され、その

増額率は、月単位で１ヶ月につき、０．７％の割合で増額され、最大４２％（０．７％×６０月）増額とな

ります。累計額で見ると、７０歳から１４２％で受給する場合と６５歳から本来の受給する場合で比べ

ると、８１歳で追い抜くことになります。繰下げは大変お得感がありますが、「寿命」と深く関係

し、厚生労働省の平成２３年簡易生命表によると、平均寿命は、男性７９．４４歳、女性８５．９０歳となっ

ており、男性の場合は繰上げによる増額のメリットを享受する前に寿命を迎える可能性がありま

すので、注意が必要となります。

６．老後における生活資金

厚生労働省から夫婦２人のモデル世帯の年金額が示されており、夫が平均的収入（平均標準報

酬月額３６万円）で４０年間就業し、妻がその期間全て専業主婦であった世帯の年金額は月額約２３万

円（夫婦２人分の老齢基礎年金含む）となっております。

一方、総務省が発表した「家計調査」によれば、高齢者世帯が実際に必要とする生活費は月額

約２３万円となっており、内訳は、１ヶ月の消費支出が２０５，６２９円、これに直接税や社会保険料な

どの非消費支出２３，４８２円を合わせた支出合計で２２８，８１９円となっています。しかし、高齢者の実

収入は１８１，０２８円で、公的年金などの社会保障給付が１５７，７８５円となっており、収入の中心とは
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なっているものの、月額約５万円の不足額が生じております（総務省「家計調査」）。

７．おわりに

企業は平成２５年度から定年延長や再雇用などにより６５歳まで希望者全員を継続して雇用するよ

う義務づけられましたが、収入が減る可能性は高いでしょう。

もし、６５歳まで働いてリタイアし、毎月５万円の不足が生じるとすると、年間で６０万円の不足

が出ることになります。老後の期間を２０年と仮定すると、１，２００万円は老後の自助努力として必

要となります。

まずは、老後の生活の柱である将来の年金額を事前に確認し（年金定期便等で）、後納制度や

任意加入することにより、年金額をアップさせたり、繰上げ、繰下げも視野に入れる必要があり

ます。

そして、不足分を退職金や貯金等の金融資産や個人年金（保険や財形など）で準備することに

なるでしょう。

老後は突然やってくるものではなく、必ず訪れるものです。現在の生活スタイル、消費スタイ

ルを基準に考え、早めの資金計画（準備）をスタートさせることが大切です。

（参考資料）

「国民年金・厚生年金保険」パンフレットおよび「老齢基礎年金・老齢厚生年金」パンフレット

（日本年金機構 発行）
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左よりサハリン州知事、高橋知事、石井頭取

（北洋銀行とサハリン州政府の協力関係に関する覚書締結）

９月６日に、高橋北海道知事の立会いのもと、

北洋銀行はサハリン州政府との間で協力関係に関

する覚書を締結しました。北海道とサハリン州は

経済・友好の連携を始めてから今年で１５年になり

ます。これを機に両者の間で新たに締結された

「友好・経済交流促進プラン」の「金融面での協

力」に関し、北洋銀行も北海道のトップバンクと

して協力し、北海道とサハリン州の貿易経済交流

の更なる発展を目指します。具体的には両地域の

関連企業・団体のマッチング支援や商談会等の協

力、金融関連リスクの軽減に向けた協力などを進

めることとしています。

今回の覚書締結により、サハリン州における事業への参入可能性に関する情報提供など、これ

まで以上に道内企業・団体の皆さまのロシア進出支援を行ってまいります。

（ユジノサハリンスク道北物産展の開催）

９月７日と８日の２日間、サハリン州の首都、ユジノサハリンスク市の大型ショッピングセン

ターで、「ユジノサハリンスク 道北物産展２０１３」が開催されました。一昨年と昨年は、道主催

の「北海道フェア」が行われましたが、今年は装いも新たに、道北６市（旭川市、稚内市、留萌

市、紋別市、士別市、名寄市）が実行委員会を組織し、ジュースや調味料などの加工食品、メロ

ンなどの農産物、工芸品など各市の特産品、計２３社の３３品目が出品されました。

７日午前、オープニングセレモニーが華々しく行われました。セレモニーには、北海道側から

は、高橋知事や実行委員長の西川旭川市長ら

が、現地からはサハリン州知事やユジノサハリ

ンスク市長らが参加。当行の石井頭取も参加し

ました。

開会の合図は、酒樽を使っての「鏡開き」で

行われました。旭川の銘酒「男山」や「国士無

双」、それにウォッカの入った酒樽も加わり、

ひと工夫された日本式の演出に現地の関係者の

反応も上々でした。

北海道産品の品質の良さは、サハリンではす

アジアニュース

北海道とサハリンの経済交流の深化を目指して

「鏡開き」により開会

北洋銀行国際部 主査
（北海道サハリン事務所派遣）

�橋 明史
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でに有名です。「この日のために、最近買い物を控え

ていた。」という人もいるほどで、普段午前中には

人出の多くない店内にも、この日ばかりは多くの人

だかりができました。「初日に、レトルトの『茹でと

うきび』を試しに買ってみたらとても美味しかった

ので、今日もまた買いに来てしまった。」という女

性もいて、早くも新たな北海道ファンを開拓したよ

うです。また、５００袋用意した道産米は完売し、そ

の後来場した女性は「美味しいのでぜひ買いたかっ

たのに、買えずに残念。次の物産展はいつです

か？」と、早くも次の物産展への期待を示していました。

道産品の価格は、現地で売られている商品に比べると割高です。例えば、スイカ１２０個やメロ

ン１３０個を用意しましたが、中国産の約３～４倍（１玉約１，５００～２，０００円）の価格にもかかわら

ず、「品質が良いので価格は気にならない。」と、両日とも午前中に完売してしまう盛況ぶりでし

た。ユジノサハリンスク市民の平均月収は約１５万円ですが、石油ガス産業では月収約９０万円とも

言われ、品質が良ければ多少高額でも購入する高所得者層が確実に存在しています。

一方で、「もう少し安ければ、気兼ねなく買えるのに。」との声もありました。北海道からサハ

リンへ輸出される商品は種類、量ともに少ないため、ロシア国内で商品を販売するために必要な

国家認証（GOST-R）の取得費用や、輸送コストが相対的に大きくなり、結果的に販売価格に反

映せざるを得ないのが現状です。

また、ロシアの複雑な通関制度の影響で、輸出そのものが極めて困難な商品もあります。牛乳

等の乳製品は、生産設備がロシア国内法の基準に沿っているか、ロシアから担当者を招いて検査

を受けなければならず、その費用はすべて北海道の企業が負担しなければなりません。今回の物

産展でも、肉や酒など出品を計画しながら、通関手続きの難しさから断念した商品がいくつか

あったと聞いています。

道産品の安定的な販路を確保するため、ウラジオストクやハバロフスクなど極東の他の地域を

も商圏とすることで輸送ロットを拡大したり、

少量でも多品種を混載して輸送し、物流コスト

を抑えるような工夫が必要です。ロシアは、昨

年８月にWTOに加盟し、貿易の自由度を高め

ることとしており、今後、貿易上の障害の除去

など制度改革が行われることにより、道産品の

輸出が促されるものと考えます。

これからも現地駐在員として新鮮な情報をお

取引先の皆さまにお伝えし、ロシアビジネスの

お手伝いをいたします。

道産品に興味を示すサハリンの住民

来場者で賑わう道北物産展会場
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

◆タイ観光客の増加
平成２４年度に北海道を訪れた外国人は、約７９万人と前年度比３８．７％増加しました。とりわけタイから

は約３万７千人、同２８１％の増加で、これはタイの好調な経済状況や根強い北海道人気等に加え、昨年１０月
末にタイ国際航空の新千歳とバンコクを結ぶ直行便が就航したことが大きな要因と考えられています。
外国人観光客にとって直行便がいかに重要であるかが立証されたといえます。直行便就航１年を迎

え、今年１０月からは毎日運航（就航当初週３便）へと増便されます。直行便就航の観点から、タイとの
国際観光を考えてみたいと思います。

◆北海道の圧倒的人気
搭乗客の内訳は、就航当初の１１月から３月までは冬期ということもあり、北海道からタイに向かう日

本人観光客が５～６割を占めていましたが、今年の４月以降の夏期シーズンからは逆転し、７～８割が
タイからの観光客となっています。
平均搭乗率は、毎月８割前後で推移していますが、今年７月には９割近くとなり、全便ほぼ満席とい

う結果となりました。これはタイ国際航空の日本各地（東京、大阪、名古屋、福岡）発着の直行便と比
べて遜色ない高い数字で、夏の北海道旅行の人気の高さが証明された形となりました。

◆ビジネスクラス利用の多い富裕層
直行便の搭乗客の大半は観光客で、ビジネス客が少ないため、ビジネスクラスの搭乗率が低いと思わ

れがちですが、タイからの直行便は他国からの航空路に比べ、ビジネスクラスの搭乗率が高くなってい
ます。これは多くのタイの富裕層の方々が利用されているためと思われます。併せて、新千歳－バンコ
ク線は中距離路線となるため、より快適なシートを求めビジネスクラスを利用する日本人旅客数も比較
的堅調に推移しています。

◆北海道人気の火付け役
アジアにおける観光地としての「北海道」の認知度や期待度はトップレベルです。
タイの人たちは新しいものが大好きです。現代版「口コミ」、すなわちSNS（ソーシャルネットワー

キングサービス）やLINEの普及率が高いことに目を付け、タイの人気ブロガーを日本に招聘し、ブロ
グで各地の魅力をPRしてもらうことも効果的だそうです。
また、今年の８月には、札幌市をPRするためラッピング列車をバンコク国際空港－バンコク市内間

で走らせたことも記憶に新しいところです。道内のテレビ局でも、北海道を紹介する番組をシンガポー
ル、台湾などに加え、タイでの放映の準備を進めています。

◆直行便をテコとした今後の期待
バンコクへの直行便は今年の１０月から毎日運航し、機材の大型化に伴い、供給座席数もこれまでの約

３００席から約３７０席に増え、週ベースでは約１，２００席（４便）から約２，５９０席（７便）とほぼ倍増すること
になります。
新千歳直行便はタイ人の比率が圧倒的に高いのですが、日本の他就航都市とバンコクの直行便の場合

は、タイに進出している日系企業の業務渡航の需要が大きいこともあり、タイ人よりも日本人の搭乗比
率が高くなっています。
航空路線の安定的な収益を考えると観光とビジネスの両輪が重要です。今後、生活水準の向上や観光

ビザの免除に伴う中間所得層の観光客の増加にとどまらず、
直行便という強い味方を利用して、成長するASEAN市場へ
の安全で安心な道産品の販路拡大、タイの高品質・効率的な
生産環境での現地生産・進出などを生かしたビジネスの拡大
が求められます。加えて、現在貨物需要が少ないので、人以
外にモノの動きをいかに増やすかも課題となります。
タイはASEANの重要な構成国であり、道内企業がASEAN

地域へ展開を図るには有望な拠点となります。直行便が人、
モノだけでなく、両地域の情報を結びつけ、経済交流が深
化・拡大することを期待しています。

アジアニュース

新千歳－バンコク間直行便就航から１年を迎えて

今後導入予定のB７７７‐３００型機
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

日系企業のタイへの関心はいっこうに衰えることがない。タイ商務省のデータを解析すると、日本人
および日本企業が出資して設立された法人数は７，０００社を超えている。バンコック銀行日系企業部で
は、このうち実質的に日本企業が会社の経営に関与しているタイ法人は４，５００社程度と推計している。
◆日系企業がタイに集積する理由とは
なぜタイにこれほど多くの日系企業が集積してきたのだろうか？その理由を探れば、タイは日系企業

にとって宝の山かどうか分かるだろう。
その要因の第一は、成長するASEANマーケットへの追求である。日本は、１９９８年ごろと推定される
生産年齢人口（１５～６４歳）の減少にともない、９７年をピークに国内総生産（GDP）が下降し始めたので
ある。歴史の教訓から言えば、生産年齢人口の減少は経済の停滞に直結するが、これをひっくり返すの
は至難の業である。海外に進出したり、進出を検討している日本企業にとって、約６億人のASEAN
マーケットは大きな魅力である。
第二の要因は、タイでの生産は高品質で効率的な点である。「メイド・イン・タイランド」の製品はい

まや日本の製品より品質が高いと言っても過言ではない。大手自動車メーカーの不良品比率は１０PPM
（１００万個あたり１０個）を切り、１台あたりの生産効率を計る「タクトタイム」は１分を切っている。ま
さに日本と同水準、いや日本を超えたものとなっている。
タイの工場では工程ごとに検査が行われるが、賃金の割安感から人件費への圧迫感は少ない。きめ細

かな検査で不良品比率が下がり、中間工程で発生する不良品の再生によってコストも削減される。
ある大手メーカーの日本本社社長から聞いた話も印象的だった。「タイ製が日本製より優秀なのは当た

り前ですよ。私の会社の日本の工場では５カ国の人が混在して働いており、工場内には手順書が５カ国
語で貼り出されています。タイでは１カ国語だけで済むのですから、管理は簡単です。」
◆地理的、物流面でみたタイの優位性
第三の要因は、タイの輸出拠点化である。米国や中国向けなら日本からの輸出が最良かもしれない

が、欧州、アフリカ、インド向け輸出には日本とタイのどちらが地理的に有利だろうか？バンコク郊外
には完全舗装した片側４車線の道路が縦横無尽に走っており、日系企業はこうした道路網を使って輸出
製品の運び出しを行っている。つまりは、タイは地理的にみても、物流面でみても大きなメリットがあ
るということだ。
さらに、最近の要因として挙げられるのが、タイでは日系企業の多くが過去に利益を上げていたとい

う事実である。２０１２年のバンコク日本人商工会議所の調査によれば、８２％の企業が利益確保を予想して
いた。回答した企業はタイ進出の歴史が長い大手企業が多いため、数字はかなり上振れしていると思わ
れるが、それにしてもかなりの企業が利益を確保していると推計される。
バンコック銀行日系企業部が、商務省のデータを活用して２００９年に行った内部調査でも、タイ進出日

系企業のうち約３分の１の企業は、恒常的な赤字もしくは債務超過となっているが、残り３分の２の企
業は水面上に浮いていた。この数値は、日本の上場企業の黒字比率と比較しても高い水準にある。
◆タイへの投資における留意点
こうしてみると、まさに「タイは日系企業にとって宝の山である。」と言っていいかもしれない。た

だし、これからタイ進出を考えている企業にはぜひ、以下の２点を留意していただきたい。
まず、前述の通り、すでに進出している企業の約３分の１が失敗しているという事実である。具体的

には、実質４，５００社の在タイ日系企業のうち１，５００社は、赤字もしくは債務超過状態にあると推測され
る。そして、進出企業の成功例は過去の事例であって、将来を保証するものではないということである。

タイの情報については、当行の提携先であるバンコック銀行と協力して適宜掲載してまいります。

アジアニュース

タイは日系企業にとって宝の山か？
バンコック銀行 執行副頭取

小澤 仁
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平成２５年８月１５日（木）から１８日（日）、当行は、札幌
観光協会、および北海道商工会議所連合会と設立した
北海道観光ブランド育成協議会の事務局担当として、
タイ（バンコク）で開かれたTITF（Thai International
Travel Fair）２０１３に出展し、北海道観光をPRしまし
た。TITFは、例年２月、８月にタイ観光サービス協
会が主催し、現地で開催されるタイ最大級の国際旅行
見本市で、アジアを中心に世界各国の団体が観光PR
のため出展するイベントです。
今回、道内から、網走市、札幌観光協会、ニセコ観
光局プロジェクト協議会（事務局 倶知安町）、函館
市、の４つの出展団体と連携して出展し、各出展団体
の担当者が現地の来場者に対して、熱心に北海道および各地域をPRしました。
現地出展ブースには、日本各地からたくさんの地域が出展しています。その中でも出展ブース
数が最多となった北海道関係ブースでは、他地域との差別化を図るため、本物の雪だるまの展示
やアイヌ民族衣装体験コーナー等を設け、日本全体の出展ブース人気を牽引する一角となりまし
た。

北海道観光のブランド向上と観光産業の育成が重要
平成２４年１０月、本道とタイの直行便就航を契機にタイでは北海道観光の人気が増しています。
現地会場では、以下のような質問が多数ありました。
「このお花はどの季節に、どの地域で見られるか」
「（地図上の）この地域にはどのような交通機関を利用し、どのくらいの時間がかかるか」

タイの人々は、北海道観光について、一般的に自然、花、温泉等のイメージを持っているよう
です。また、興味を持つ対象地域について、従来の札幌を中心とする道央圏中心から、北海道全
体に拡大する傾向が見られ、タイからの観光客増加が期待されます。
また、道内に到着してからの移動手段に関してよく質問を受けました。北海道には魅力的な自
然、花、食等がある一方、広大な地域を移動する手段（空港から各地域への移動、各地域から観
光地・観光名所等への移動など）については、その効果的な情報発信方法も含めて今後の継続検
討課題と言えます。今後、観光産業に関して官民が連携して、北海道観光のブランド向上に取り
組む必要があります。当行としては北海道経済への波及効果が高い観光産業の成長をサポートし
ていきます。

アジアニュース

タイ旅行博覧会（TITF２０１３）の現場からみる北海道観光
北洋銀行地域産業支援部（観光振興室）

JNTO（日本政府観光局）バンコク事務所の
ブース

来場者から北海道の観光情報に
ついて多くの質問を受けました

北海道から持参した本物の
雪だるまに来場者は興味津々

現地旅行会社との個別商談会の
様子
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― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

参考：アンケート結果（一部抜粋）

TITF２０１３に出展した際に、現地タイの一般来場者から取得した北海道観光に関するアン

ケートを紹介致します。

質問１のタイ人の北海道観光への関心事項の設問では、「海鮮料理（カニ）・すし」「雪景

色・流氷」「花」「乳製品・チーズ」が上位を占め、国内外において北海道が優位性を持つと言

われる自然（雪・花を含む）や食に関する項目が支持される結果となりました。

また、質問２のタイ人が旅行先を選択する際のツールの設問では、「旅行情報サイト」「旅

行ガイドブック」「友人・知人の評判」「テレビ番組」「インターネット記事」等が支持されてお

り、様々な媒体を通じて情報収集する姿勢が確認されました。
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質問１ 北海道のどのような事柄に興味がありますか

質問２ 旅行先を決めるときに影響を与えたものは何ですか

注：北海道観光ブランド育成協議会が実施したアンケート結果より一部抜粋

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０１９～０２２　アジアニュース（タイ）  2013.09.20 18.08.44  Page 21 



アジアニュース

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１９ ７７～１８９ ２５３ ２３９ １９２～２２２

牛乳 １リットル 現地産 ２００～４０９
３２

（２４３ml）
１２８

２３９
（８３０ml）

１４５～２３０

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１４～２１６ ３０～９４ １８０
８４

（アメリカ産）
６６

（中国産）

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １４３ ３６６
２８１

（１個）
７７

（１個）
１７０

（中国産）

小麦粉 １kg １３３ ２２３ １３７ １９３ １３３

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９３ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８８ １４０ ２７７ ２８４

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７７ ９９ ２２３ １２３ －

ミネラルウォーター ５５０ml １９ ２０ ２１ １１９ ５０～１０３

コーラ ３３０ml コカコーラ ３２ ３８ ４２ ７７ １００

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５７ ２５７ ６１２ ３６２ －

タクシー初乗り ２２４ １２８ １０７ ２６２ ４４４～５９２

ガソリン １リットル レギュラー １２０ １２０ １０７ １７２ ９８

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１２

（現地製４巻）
４５６

４２８
（現地製）

５０５
３６７

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１８

（現地製）
７１

（現地製）
２９０ ２４５ １３０

洗濯洗剤 １kg 日本製
１９９

（現地製）
１９１

（現地製）
３６７ ２１１ １，０３６

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６０ １６０ ２４４ ３０８ ２９６

電気料金 １kwh 住居用 ９ ８ ４５ ２０ ９

水道料金 １� 住居用 ２６ ４９ ３０ ９０ ９１

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ６９ ４７

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ２４ ７７～１６２ ４４

地下鉄 初乗り ４８ － ６７ ８４～１８５ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８４，９７８ ７９，５４６ ４５，９００ ７３，２０４ ８５，５４４

基本料金／月 ７３９ ９３２ ２，４４８ ４，１８６ ７，４００

通話料金／分 ４ ４ ２ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８８３～２，２４９９６４～１，１２４６１２～１，３７７ ８８８ ５０３～１，０３６

現地価格調査（２０１３年９月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年８月３０日仲値
１中国元＝１６．０７円 １タイバーツ＝３．０６円 １シンガポールドル＝７７．２２円 １ロシアルーブル＝２．９６円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０１９～０２２　アジアニュース（タイ）  2013.09.20 18.08.44  Page 22 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年４～６月 １０２．３ △１．０ ９９．１ △２．２ １０２．５ △０．６ ９８．８ △３．０ １０８．９ １．２ １１０．２ ０．５
７～９月 ９９．３ △２．９ ９５．９ △３．２ ９９．２ △３．２ ９４．６ △４．３ １０７．７ △１．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４
４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４

２４年 ７月 １０１．４ △０．３ ９７．５ △０．５ １０１．３ △０．９ ９５．５ △２．０ １０９．０ ０．１ １１１．８ １．５
８月 ９９．１ △２．３ ９６．１ △１．４ １００．０ △１．３ ９５．４ △０．１ １０７．９ △１．０ １１２．２ ０．４
９月 ９７．３ △１．８ ９４．０ △２．２ ９６．４ △３．６ ９３．０ △２．５ １０７．７ △０．２ １１２．２ ０．０
１０月 ９６．５ △０．８ ９４．３ ０．３ ９７．２ ０．８ ９３．３ ０．３ １０７．８ ０．１ １１２．２ ０．０
１１月 ９７．２ ０．７ ９３．４ △１．０ ９８．２ １．０ ９１．８ △１．６ １０７．９ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３

２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６
２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 p１００．７ ０．９ p９７．７ ３．２ p１０１．０ ３．４ p９４．９ １．３ p１０４．６ △２．３ p１０８．６ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年４～６月 ２３０，４０１△０．１ ４７，１０１△０．７ ４８，８７１ △１．８ １５，５２９ △１．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △０．５
７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
４～６月 r ２３４，１９０ １．６ r ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ r １８４，２５３ １．５ r ３１，７９０ ０．７

２４年 ７月 ８０，４７２△２．３ １７，１２３△４．０ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △４．４ ６１，６４１ △２．０ １０，９１４ △３．８
８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△０．０ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △１．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 r ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ r ６１，９９０ ４．２ r １０，７９９ ３．２
７月 p ７９，９４５△０．７ １７，１２７△０．７ p １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ p ６２，０３１ ０．６ １１，０８６ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０２３～０２５　主要経済指標  2013.09.20 18.12.54  Page 23 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７

２４年 ７月 ４５，４８１ １．４ ８，６０４ １．０ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５

２４年 ７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０２３～０２５　主要経済指標  2013.09.19 14.00.01  Page 24 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４

２４年 ７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年４～６月 ２，６８６ ２４．０ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１

２４年 ７月 １，１２４ ５．０ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３８６ ６．８ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６７ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６９ ５．４ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ － ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０７／本文　※柱に注意！／０２３～０２５　主要経済指標  2013.09.19 14.00.01  Page 25 
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●道内経済の動き 

●平成25年度北海道経済の見通し 

●60歳以降のライフプラン～年金の活用 

●北海道とサハリンの経済交流の深化を目指して 

●新千歳ーバンコク間直行便就航から1年を迎えて 
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